
 

 

令和元年度 中原養護学校評価報告書（目標設定・実施結果） 

 

視点 

４年間の目標 

１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 12日実施） 

（平成 28年度策定） 
具体的な方策 評価の観点 達成状況 

課題・改善方策
等 

（ ２月 20日実施） 
成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 

学習指導 

 
キャリア教育の
推進を通して各
学部の教育内
容・方法を見直
し、系統性・一
貫性のある教育
課程を編成し、
授業改善に取り
組む。 

①新学習指導要領に基
づいた系統性・一貫
性のある教育を目指
し、学部間・部門間
で連携しながら授業
実践・授業研究・授
業改善に取り組む。 

 
 
 
 
 
②耐震及び老朽化対策
工事期間に対応する
カリキュラムを策定
する。 

 

①カリキュラム研究
グループ及び教科
会が連携して学習
内容の系統性を検
討する。アシスト
ミーティングを生
かした授業研究に
より授業力向上を
目指す。ＩＣＴ活
用を推進し学習効
果を高める。 

 
②拡大教育課程検討
会において、耐
震・老朽化工事期
間の教育課程を検
討する。令和 2 年
度の学部・学校行
事の精選と実施計
画（概案）を 10月
までに作成する。 

 

①教科会における検討会の開催
（3回/年）、アシストミーテ
ィングで取組む授業研究の実
施（学年・ｸﾞﾙｰﾌﾟ 1回以上/
年）、ICT活用事例報告（学
部 1回/年）に取り組み、授業
研究・授業改善を進める。 

 
 
 
 
 
②令和 2 年度の教育課程の見直
しや年間計画（概案）を中間
評価までに作成する。また、
工事期間中の活動内容及び活
動場所の変更等について、Ｐ
ＴＡや近隣施設等と協議を行
う（3 回/年）。 

①教科会での検討
はできなかっ
た。アシストミ
ーティングは全
学年での取組は
できなかった。
ICT活用は進んで
いるが、事例報
告（学部 1回/
年）は達成でき
なかった。 

 
②工事に伴う、行
事等の調整や学
級編成、教室配
置等は 1 月まで
に完了した。PTA
や近隣施設とは
工事期間中の学
習や施設設備の
借用等について
協議を行った。 

①学部ごとの教科
会から始める。
また、各学部で
は教育課程の見
直しが進んでき
ているので、い
くつかの教科を
抽出して検証し
ていく。 

 
 
 
②工事の予定や進
捗状況に合わせ
て調整する必要
がある。 

①新学習指導要領によ
って何が変わるのか
変えていくのかを保
護者等に知らせてい
くと良い。 

①アシストミーティン
グをした後の効果を
検証する。 

①さらなる ICT 機器の
活用。 

 
 
②工事そのものを児童
生徒の学習機会とし
て捉えるとよい。 

②校内に制限がある間
を外にでる好機と捉
える。 

①新学習指導要領
に基づいた系統
性、一貫性のあ
る指導について
は各学部内での
整理や検証を行
った。学部間や
部門間の系統性
等については今
後の課題とな
る。 

 
②令和 2 年度のカ
リキュラムにつ
いては策定し
た。今後の工事
の進捗状況によ
って柔軟な対応
が必要となる。 

①学部・部門間の系統
性一貫性の検証を研
究や研修のテーマと
する。 

①新学習指導要領に基
づいた授業改善につ
いて授業参観等を通
して保護者に知らせ
る。 

 
 
 
②工事の進捗状況に応
じて柔軟なカリキュ
ラムの対応を行う。 

２ 

(幼児・児

童・) 

生徒指導・

支援 

 
児童・生徒一人
ひとりが健康で
安全に、かつ、
安心して教育活
動に取り組める
よう専門性の高
い指導を行うと
ともに校内指導
体制を整備す
る。 
 

 

①「学部コーディネー
ター」を核とした学
部・部門内での相
談・支援の充実を図
る。 

 
 
 
 
 
②いじめ・体罰・セク
ハラ等の根絶に取り
組み、児童・生徒が
安全に安心して学校
生活が送れるように
する。 

 

①「校内相談シー
ト」等を活用し、
学部コーディネー
ターがケース会議
等をリードし、児
童生徒支援を充実
させる。 

 
 
 
②正しい障害理解に
基づく適切な指
導、児童・生徒同
士の好ましい人間
関係作り、風通し
の良い職場環境作
りについての研修
を実施する。 

①ケース会議の実施（学部 10 回
/年）。 

  
 
 
 
 
 
 
 
②障害理解全体研修会（1回以
上/年）、学部内勉強会（3回
以上/年）、チームワーク向上
のための全体研修会（1回/
年）の実施。体罰・セクハラ
の報告 0 件、いじめについて
の審議件数 10件以上を目指
す。不祥事防止会議でも取り
扱う（2回以上/年）。 

①学部ごとのニー
ズに応じてケー
ス会が実施さ
れ、学部 10 回/
年は達成されて
いるが、学部コ
ーディネーター
が核になってい
るかは差があ
る。 

②研修会は計画通
り実施。いじめ
の芽は８件報
告。 

①学部コーディネ
ーターがより機
能的に動き、発
信していく必要
がある。 

 
 
 
 
 
②今後も学部のニ
ーズに応じた障
害理解が図られ
る研修会を企画
する。 

①学部コーディネータ
ーについては動きや
役割を明確化すると
よい。 

①学部間での差は
あるが、学部コ
ーディネーター
を核とした学
部・部門内での
相談・支援体制
の構築に取組め
た。学部コーデ
ィネータ―の役
割の明確化が課
題。 

②障害理解を深
め、いじめ・体
罰・セクハラ等
の根絶に取組ん
だ。 

①学部コーディネータ
ーの役割は教員には
学部会で周知する。
また、保護者や地域
には「支援だより」
等で周知する。 

 
 
 
 
 
②今後も継続 

３ 
進路指導・

支援 

 

 

 

 

 

 
児童・生徒一人
ひとりが卒業後

①保護者のニーズに応
じた進路学習会等を
企画・実施するとと
もに、広報活動を促
進し、進路支援に関
する関心・理解を高
める。 

 
 
 
 

①アンケート等によ
り保護者のニーズ
を的確に把握す
る。また、卒業生
や保護者を含めた
外部講師による研
修会を実施し、ホ
ームページでも情
報発信する。 

 
 

①保護者のニーズの把握のため
のリサーチ（1 回/年）、ニー
ズに応じた進路学習会を企画
できたか。 
 
 
 
 
 
 

 

①小学部での面談
時に進路につい
ての聞取りアン
ケートを実施し
た。高等部にお
ける進路指導に
ついての肯定的
評価高 A100％ 
高 B88.6％ 分教
室 100％ 

 

①アンケート結果
を分析しニーズ
を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
①②進路支援について

①小学部でのアン
ケートの実施。
高等部での肯定
的な評価の高さ
はあるが今後も
各学部の保護者
のニーズを把握
し分析をして進
路指導に活かす
必要がある。 

 

①②高等部では各担任
が生徒への進路指導
及び保護者への進路
の説明ができるよう
に研修会・説明会を
計画的に実施する。 

①②小中学部教員が進
路先を見学する機会
を設定する。 



 

視点 

４年間の目標 

１年間の目標 

取 組 の 内 容 校 内 評 価 学校関係者評価 総合評価（３月 12日実施） 

（平成 28年度策定） 
具体的な方策 評価の観点 達成状況 

課題・改善方策
等 

（ ２月 20日実施） 
成果と課題 改善方策等 

に地域社会で自
分らしく暮らせ
るよう、個々の
ライフキャリ
ア・ワークキャ
リアを見据えた
進路指導・支援
を行う。 

 

 

②放課後や卒業後の地
域資源を理解し、キ
ャリア教育の視点を
踏まえて、進路に関
する学習の整理を進
め、実践を通して検
証し、改善に取り組
む。 

②近隣関係事業所・
施設等の理解を深
める。また、柔軟
な作業学習の内容
の研究や校外での
活動拡大の試行並
びに清掃技能検定
への取組みについ
て実践・検証を行
う。 

②職員の福祉施設見学等（1 回
以上/人）の実施、高ＡＢ合同
展開の進路学習の拡大及び校
外施設等を利用する進路学習
の開拓（高等部 1展開増）並
びに清掃技能検定への参加
（参加人数昨年度比 10％増） 

 

②職員の福祉施設
見学等は実施で
きなかった。 
AB 合同での校内
実習を実施。 
夏季の清掃技能
検定に 3 名（参
加）審査員とし
て教員の参加も
あり。 

②職員向けの福祉
施設等進路先の
見学を企画す
る。生徒の進路
学習の機会も活
用する。 

 清掃技能検定の
活用について校
内で実践を推進
する。 

は進路専任だけでな
く担任にも進路先や
進路状況を知ってほ
しい。 

②進路に関する学
習については改
善しているが、
進路専任のみで
はなく各担任が
進路指導に向け
ての力を向上さ
せることが課題
である。 

４ 
地域等との

協働 

 
地域のセンター
的機能の充実を
図るとともに、
地域との交流の
機会を積極的に
設定し、交流を
深めることを通
して共生社会の
具現化に貢献す
る。 

 

 

①教育相談コーディネ
ーターを核に校内の
人材を活用しながら
学校コンサルテーシ
ョンを充実させる。 

 
 
 
 
 
②活動グループごとに
地域の団体等と柔軟
に交流できる仕組み
づくりに取組み、広
報活動を通して、学
校の応援団を増や
す。 

 

 

①学校コンサルテー
ションの際に学部
コーディネーター
が同行し、小中学
校等の現状を理解
し、多角的な視点
で学校課題に取組
む知識・技能を向
上させる。 

 
②学校運営協議会の
活動等を通してボ
ッチャを中心にパ
ラスポーツを通じ
て地域の方々との
交流の機会を増や
す。また、学校間
交流やパラスポー
ツ活動をＨＰに積
極的に発信し、地
域との交流を促進
させる。 

①学部コーディネーター参加の
学校コンサルテーションの実
施（1 回/人・年）。 

 
 
 
 
 
 
②学校間交流（小中 1 回以上/
年）、活動グループ単位の学
校交流（各学部 1回/年）、学
部-部門交流活動（1回/
年）、外部団体（ＰＴＡ含
む）とのパラスポーツ交流（1
回/年）の実施 

①学部コーディネ
ーター参加の学校
コンサルテーショ
ンの実施は年間で 3
回実施した。一人
当たり年 1回は達
成できなかった。 
 
 
②小学部が井田小
との交流 5回実
施。学部-部門間の
交流は活発に行わ
れた。また、老人
福祉センターとは
部活動でパラスポ
ーツ交流を実施し
た。 
広報活動について
はまだ十分とはい
えない。 

①学部コーディネ
ーターの業務内容
を明確にし、学校
全体で体制を整え
巡回相談同行を確
実に実施する。 
 
 
 
②次年度中学部は
地域中学校と交流
を予定する。 
今後も各学部・部
門間の交流や地域
との交流を展開す
る。 

①学部コーディネータ
ーの役割をより明確
にし、関係機関との
協働を進めるとよ
い。 

 
 
 
 
②地域との交流はいろ
いろな所へどんどん
出ていき接点をも
つ。 

 耐震化工事は外へ出
る機会と捉える。 

①学部コーディネ
ーターの活用が
推進できたが、
学校コンサルテ
ーションの充実
までには至って
いない。 

 
 
②地域との交流は
広がりを見せて
いるが、広報活
動は十分にでき
ていない。 

①地域のセンター的機
能や学校コンサルテ
ーションの具体例に
ついての研修会（報
告会）をもつ。 

 
 
 
 
②地域とつながる授業
について各学部で計
画し実践する。 

 
 
②ＨＰ，ツイッター等
を活用して情報を発
信していく。 

５ 
学校管理 

学校運営 

 
専門性の高い人
材の育成と保護
者や地域から信
頼・信用される
よう開かれた風
通しの良い学校
づくりを行う。 

 

 

 

①「中原スタンダー
ド」による専門性の
向上を図るととも
に、研修体系の内容
について検証・改善
に取り組む。 

 
 
 
 
②個人情報・文書取扱
いに係る不祥事を根
絶するとともに、防
災教育・訓練を充実
させ、安心・安全な
学校づくりに取り組
む。 

 

①「中原スタンダー
ド」の研修内容を
実施し、教職員か
らのアンケート等
に基づき、研修内
容・実施方法等に
ついて検証・精査
する。 

 
 
②個人情報・文書取
扱いのルールの徹
底とヒヤリハット
事例の集約・共有
を行う。また、近
隣施設等との防災
連携の充実及び防
災教育の推進を行
う。 

 

①「水曜研修」が教職員の専門
性の向上につながったか、ま
た、研修内容等について整
理・改善できたか等の教職員
対象アンケートを実施し、肯
定的な評価が８割以上。 

 
 
 
②個人情報及び文書取扱いに係
る事故不祥事 0 件。防災初動
マニュアルに基づくシミュレ
ーション（1 回以上/年）、近
隣施設・地域等との防災連携
（5回/年）、耐震化工事期間
を含め様々な場面を想定した
防災関連訓練（延べ 5 回以上/
年）の実施。 

①アンケートは未
実施。「水曜研
修」について検
証できていな
い。研修実施単
位ごとの内容や
方法の見直は実
施。 

 
②個人情報に関す
事故不祥事０
件。ヒヤリハッ
ト報告件数増。
防災関係は計画
通りの実施がで
きた。時間を予
告しない訓練等
も実施できた。 

①総合教育センタ
ーの研修評価を参
考にアンケート実
施方法の見直し。
研修会毎のアンケ
ートを中原スタン
ダード」と連動さ
せる。 
 
②今後も軽微な事
故の報告の定着を
図る。 
避難訓練は耐震化
工事に伴い避難場
所や動きについて
児童生徒への指導
と共に教職員が的
確に対応できるよ
うにする。 

 

 

 

 
 
 
②ルール違反を互いに
指摘しあえることは
いいことである。ヒ
ヤリハットは個人に
よって感じ方に差が
ある。起きた後を想
像させることが大切
である。 

②工事そのものを児童
生徒の学習機会とし
て捉えるとよい 

①「中原スタンダ
ード」による専
門性の向上につ
いて、見える化
する必要があ
る。 

 
 
 
②不祥事防止に向
けた取組は確実
に効果を上げて
いる。 

②防災に関する取
組も計画通り実
施ができた。 

 
 
 

①アンケート実施の見
直しと集約について
検証する。 

 
 
 
 
 
 
②ヒヤリハット・アク
シデントへの取組は
今後も継続 

②耐震化工事を防災教
育の 1つと捉え活用
する。 

②地域と連携した避難
訓練等の実施。 

 

 


